住宅まちづくり部府営住宅指定管理者評価委員会設置要項
（設置）

第1条 住宅まちづくり部長（以下、「部長」という。）は、府営住宅の指定管理者の評価、その他指定管理者制度の適正な運営を行うため、住宅まちづくり部府営住宅指定管理者評価委員会（以下「委員会」という。）を置く。

（所掌事務）

第2条 委員会は、次に掲げる事項を審査し、これらに関して必要と認める事項を部長に報告する。

（1） 指定管理者が行う管理業務の評価に関する事項

（2） 指定管理者の選定方法等への提言に関する事項

（3） 前号に掲げるもののほか、住宅まちづくり部の指定管理者制度に関して必要と認める事項

（組織）

第3条 委員会は、外部の有識者５名で組織する。委員は、次に掲げる者の中から部長が選任する。

（1） 法律、会計及び経営の分野の有識者　各１名

（2） 都市住宅に関する専門分野の有識者　２名

２　部長は、委員会による合意形成の公正性について府民の疑念が生じないようにするため、委員の選任に際して、あらかじめ総務部行政改革課の意見を聴くものとする。

（委員の任期等）

第4条 委員の任期は、部長が委員の委嘱を依頼した期間とする。ただし、部長は委員の同意を得て、これを延長又は短縮することができる。

２　委員が辞職したときは、これを補充することができる。ただし、この場合の任期は、前任者の残任期間とする。

（委員長）

第5条 委員会に委員長を置き、部長が指名する。

２　委員長は、会務を統轄する。

３　委員長に事故があるときは、委員長があらかじめ指名する委員が、その職務を代理する。

（会議）

第6条 委員会の会議は、委員長が招集し、委員長がその議長となる。
２　委員会の議事は、出席委員の過半数で決し、可否同数のときは、議長の決するところによる。

（事務局）

第7条 委員会の庶務は、住宅まちづくり部住宅経営室経営管理課において行う。
（雑則）

第8条 この要項に定めるもののほか、委員会の運営に必要な事項は部長が別に定める。
　　附　則

　この要項は、平成２２年９月３０日から施行する。
